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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 C 61810-10：2025 
 (IEC 61810-10：2019) 

電磁式エレメンタリ リレー 第 10 部：高容量リ

レーの追加機能及び安全性の要求事項 
Electromechanical elementary relays – Part 10: Additional functional aspects 

and safety requirements for high-capacity relays 
 

序文 

この規格は，2019 年に第 1 版として発行された IEC 61810-10 を基に，技術的内容及び構成を変更する

ことなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

1 適用範囲 

この規格は，機能面及び安全面を考慮し高容量の遮断或いは短絡容量を備え低電圧装置へ組み込むよう

な電磁式のエレメンタリ リレー（時限要素がないオール・オア・ナッシング・リレー。以下，“リレー”

と呼ぶ。）に適用する。これらのリレーは，接点間の電気アークを消すための特別な設計（例えば，磁気ブ

ローアウトによる）をもっているか，JIS C 61810-1:2024 で対象とはされていない絶縁協調（例えば，ガス

で満たされた接点を内蔵するチャンバーによる）を使用するか，又は JIS C 61810-1:2024 では対象とされ

ていない（例えば，より高い負荷の場合の）安全性評価を必要とすることがある。 

この規格は，汎用的な性能を意図した大容量リレーへの追加要求事項を規定する。スマートグリッド，

電気自動車，及びその他の用途での使用で，例えば，次のようなバッテリの充電又は放電スイッチングに

使用する。 

－ 電気エネルギー貯蔵（EES）システム 

－ 太陽光発電システム 

－ 電気自動車（EV）及び電気産業用トラック 

－ パワーエレクトロニクスシステム及び装置 

－ 二次電池セル及び電池 

－ 道路車両 

この規格の要求事項に対する適合の判定は，形式試験で行う。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
IEC 61810-10:2019，Electromechanical elementary relays – Part 10: Additional functional aspects and 

safety requirements for high-capacity relays（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”ことを示す。 
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2 引用規格 

次に掲げる引用規格は，この規格に引用されることによって，その一部又は全部がこの規格の要求事項

を構成している。これらの引用規格のうち，西暦年を付記してあるものは，記載の年の版を適用し，その

後の改正版（追補を含む。）は適用しない。西暦年の付記がない引用規格は，その最新版（追補を含む。）

を適用する。 

JIS C 2809 平形接続子 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 61210，Connecting devices-Flat quick-connect terminations for electrical copper conductors-

safety requirements 
JIS C 3001 電気用銅材の電気抵抗 

注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60028，International standard of resistance for copper 

JIS C 4003 電気絶縁－熱的耐久性評価及び呼び方 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60085，Electrical insulation – Thermal evaluation and designation 

JIS C 60068-2-6 環境試験方法－電気・電子－第２－６部：正弦波振動試験方法（試験記号：Ｆｃ） 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60068-2-6，Environmental testing - Part 2-6: Tests - Test Fc: Vibration (sinusoidal) 

JIS C 60068-2-14 環境試験方法－電気・電子－温度変化試験方法（試験記号：N） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-14，Environmental testing – Part 2-14: Tests – 

Test N: Change of temperature  

JIS C 60068-2-17 環境試験方法－電気・電子－封止（気密性）試験方法 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-17，Basic environmental testing procedures－Part 

2: Tests－Test Q:Sealing 

JIS C 60068-2-20 環境試験方法－電気・電子－第２－２０部：試験－試験Ｔａ及びＴｂ－端子付部品

のはんだ付け性及びはんだ耐熱性試験方法 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60068-2-20，Environmental testing-Part 2-20: Tests-Test T: Test methods for solderability and 

resistance to soldering heat of devices with leads 

JIS C 60068-2-27 環境試験方法－電気・電子－衝撃試験方法（試験記号：Ea） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-27，Environmental testing – Part 2-27: Tests – 

Test Ea and guidance: Shock 

JIS C 60068-2-30 環境試験方法－電気・電子－第２－３０部：温湿度サイクル（１２＋１２時間サイ

クル）試験方法（試験記号：Ｄｂ） 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60068-2-30，Environmental testing - Part 2-30: Tests - Test Db: Damp heat, cyclic (12 h + 12 h 

cycle) 

JIS C 60068-2-52 環境試験方法－電気・電子－第２－５２部：塩水噴霧サイクル試験方法（塩化ナト

リウム水溶液）（試験記号：Ｋｂ） 
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注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60068-2-52，Environmental testing - Part 2-52: Tests - Test Kb: Salt mist, cyclic (sodium chloride 

solution) 

JIS C 60068-2-64:2011 環境試験方法－電気・電子－広帯域ランダム振動試験方法及び指針（試験記

号：Fh） 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60068-2-64:2008，Environmental testing – Part 2-64: Tests 

– Test Fh: Vibration, broadband random and guidance 

JIS C 60364-4-44 低圧電気設備－第４－４４部：安全保護－妨害電圧及び電磁妨害に対する保護 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60364-4-44，Low-voltage electrical installations – Part 4-44: Protection for safety – Protection 

against voltage disturbances and electromagnetic disturbances 

JIS C 60664-1:2009 低圧系統内機器の絶縁協調−第 1 部：基本原則，要求事項及び試験 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60664-1:2007，Insulation coordination for equipment within 

low-voltage systems−Part 1: Principles, requirements and tests 

JIS C 60664-3:2019 低圧系統内機器の絶縁協調−第 3 部：汚損保護のためのコーティング，ポッティ

ング及びモールディングの使用 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60664-3:2016，Insulation coordination for equipment within 

low-voltage systems−Part 3: Use of coating, potting or moulding for protection against pollution 

JIS C 60695-2-10 火災危険性試験－電気・電子－第２－１０部：グローワイヤ／ホットワイヤ試験方

法－グローワイヤ試験装置及び一般試験方法 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60695-2-10，Fire hazard testing-Part 2-10: Glowing/hot-wire based test methods-Glow-wire 

apparatus and common test procedure 

JIS C 61810-1:2024 電磁式エレメンタリ リレー－第 1 部：一般及び安全性要求事項 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 61810-1:2015，Electromechanical elementary relays – Part 

1: General and safety Requirements 

JIS C 8201-1:2020 低圧開閉装置及び制御装置－第１部：通則 
注記 対応国際規格における引用規格：IEC 60947-1:2014，Low-voltage switcgear and controlgear-Part 

1:General rules 

JIS C 8201-2-1:2021 低圧開閉装置及び制御装置－第２－１部：回路遮断器（配線用遮断器及びその

他の遮断器） 
注記 次の規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，対応する JIS を引用規格とした。 
 IEC 60947-2:2016，Low-voltage switchgear and controlgear - Part 2 : Circuit-breakers 

IEC 60038，IEC standard voltages 
注記 この規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，引用規格とした。 

IEC 60060-1:2010，High-voltage test techniques - Part 1: General definitions and test requirements 

IEC 60270，High-voltage test techniques – Partial discharge measurements 
注記 この規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が
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あるため，引用規格とした。 

IEC 60417，Graphical symbols for use on equipment (available at http://www.graphicalsymbols.info/equipment) 
注記 この規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，引用規格とした。 

IEC 60999-1，Connecting devices - Electrical copper conductors - Safety requirements for screw-type and 
screwless-type clamping units - Part 1: General requirements and particular requirements for clamping units 
for conductors from 0.2 mm2 up to 35 mm2 (included) 

IEC 60999-2，Connecting devices – Electrical copper conductors – Safety requirements forscrew-type and 
screwless-type clamping units – Part 2: Particular requirements for clamping units for conductors above 35 
mm2 up to 300 mm2 (included) 

IEC 61810-7:2006，Electromechanical elementary relays - Part 7: Test and measurement procedures 
注記 この規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，引用規格とした。 

IEC 61984，Connectors-Safety requirements and tests 
注記 この規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，引用規格とした。 

ISO 16750-1:2018 ， Road vehicles –  Environmental conditions and testing for electrical andelectronic 
equipment – Part 1: General 

ISO 16750-2:2012，Road vehicles –  Environmental conditions and testing for electrical and electronic 
equipment – Part 2: Electrical loads 

ISO 16750-3:2012，Road vehicles – Environmental conditions and testing for electrical and 1161 electronic 
equipment – Part 3: Mechanical loads 

注記 この規格は，対応国際規格において引用規格とされていないが，本文に規定としての引用が

あるため，引用規格とした。 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次によるほか，JIS C 61810-1:2024 による。 

注記 ISO 及び IEC は，標準化で使用する用語データベースを次のアドレスで管理している。 

・IEC エレクトロペディア：https://electropedia.org/ 

・ISO オンラインブラウジングプラットフォーム：https//www.iso.org/obp 

3.5 接点の用語に関係する定義 

JIS C 61810-1:2024 に次の用語を追加する。 

3.5.23 
接点の極性（polarity of contact） 

接点のどの端子を電源のプラス側に接続し，どの端子を電源のマイナス側に接続するかを示す 

3.5.24 
アーク時間（arcing time） 

極又はヒューズにおけるアークの開始の瞬間と，その極又はヒューズにおける最終的なアーク消滅の瞬

間との間の時間間隔 
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（出典：IEC 60050-441:1984，441-17-37）  

4 影響量 

影響量は，JIS C 61810-1:2024 の箇条 4 を適用する。 

5 定格値 

定格値は，次によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 5 による。 

5.6 電気的耐久性 

推奨するサイクル数は 1 回，2 回，5 回，10 回，20 回，50 回，100 回，200 回，500 回，1 000 回，2 000
回，3 000 回，5 000 回，6 000 回，10 000 回，20 000 回，25 000 回，30 000 回，50 000 回，100 000 回，200 
000 回，300 000 回及び 500 000 回とする。 

5.7 開閉頻度 

推奨する開閉頻度は，180 回／時，360 回／時，720 回／時，900 回／時及びその倍数とし，周波数は 0.05 
Hz，0.1 Hz，0.2 Hz，0.25 Hz 及びその倍数とする。 

5.8 接点負荷 

a) 抵抗負荷の推奨値 

電流：0.1 A，0.5 A，1 A，2 A，3 A，5 A，6 A，8 A，10 A，12 A，16 A，20 A，25 A，30 A，35 A，

60 A，100 A，120 A，150 A，200 A，300 A，400 A，600 A，800 A 及び 1 000 A（AC/DC） 

電圧：4.5 V，5 V，12 V，24 V，36 V，42 V，48 V，110 V，125 V，230 V，250 V，300 V，380 V，

400 V，480 V，500 V，575 V，600 V，690 V，1 000 V（AC/DC），1 200 V DC 及び 1 500 V DC 

b) 推奨の誘導負荷は，附属書 B を参照。 

c) 推奨の容量負荷は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 D を参照。 

6 試験の一般的規定 

試験の一般的規定は，次によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 6 による。 

JIS C 61810-1:2024 との相違点として，試料を八つの検査ロットに分類し，この規格の表 1 の対応する

試験を実施する。 

JIS C 61810-1:2024 の表 3 は，次の表 1 に置き換える。 
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表 1－形式試験 

検査ロット 試験 箇条 引用規格 
1 文書及びマーキング  7 IEC 60417 
1 温度上昇（全てのコイル電圧）  8 JIS C 4003 
1 基本動作・復帰機能（全てのコイル電圧）  9 － 
2 耐電圧 10 － 
3 電気的耐久性（接点負荷及び接点材料） 11 － 
4 機械的耐久性 12 － 
5 空間距離，沿面距離及び固体絶縁物 13 JIS C 60664-1:2009 
6 システムとしての絶縁協調評価（必要な場合） 13.6 IEC 60060-1:2010 
6 ねじ式端子及びねじなし端子（必要な場合） 14.2 IEC 60999-1 
6 平形接続子（必要な場合） 14.3 JIS C 2809 
6 はんだ付け端子（必要な場合） 14.4 JIS C 60068-2-20 
6 ソケット（必要な場合） 14.5 IEC 61984 
6 取換え可能な端子構造（必要な場合） 14.6 － 
6 気密性（必要な場合） 15 JIS C 60068-2-17 
7 耐熱性及び耐火性 16 JIS C 60695-2-10 

8 
シールの長期安定性（封止リレーだけ） 附属

書 Q 
JIS C 60068-2-14 
JIS C 60068-2-17 

検査ロット 1 で試験するコイル電圧の試料数は，箇条 8 及び箇条 9 で規定する条件下

で減らすことが可能である。検査ロット 8 については，定義された最小の要求事項の他

に，製造業者が検査条件及び手順の相違を指定してもよい。 
注記 上記の点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格では注記であるが，規定で

あるので本文とした。 

7 文書及びマーキング 

文書及びマーキングは，次の表 2 に規定する事項を追加して JIS C 61810-1:2024 の箇条 7 による。 

表 2－リレーデータ必要項目 

No. データ 内容 表示場所 

2d コイル極性 極性をもたないコイルは適用外 
リレー本体に表示する。 
カタログ又は取扱説明書にも記

載するのが良い。 

3h 接点の負荷及び極性の分類 
DC だけの場合，＋，－ 
AC/DC の場合， ＋/～，－/～，～ 

リレー本体に表示する。 
カタログ又は取扱説明書にも記

載するのが良い。 

5l 最大短絡容量 a) 
ヒューズ又は電流制限機器を規定

する（該当する場合） 
カタログ又は取扱説明書 

注 a) 安全に耐えられる最大の短絡電流の量（短絡電流及び通電時間） 

8 温度上昇 

温度上昇は，次の変更又は追加によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 8 による。 

8.4.4 ねじ式端子及びねじなし端子 

リレー間の電気的相互接続は，JIS C 61810-1:2024 の表 10（400 A 以下）及びこの規格の表 3（800 A 以

下）による露出した硬質導体を使用することを基本とする。ただし，製造業者が指定する場合，可とう導
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体を使用してもよい。この場合，文書及び試験報告書にその旨を記載しなければならない。リレーと電圧

電源又は電流電源との接続は，JIS C 61810-1:2024 の表 10（400 A 以下）及びこの規格の表 3（800 A 以下）

による可とう導体で接続する。リレー間の電気的相互接続は，表 4（1 000 A 以下）に従って銅棒で行われ

る。可とう導体に接続された試験試料を所定の位置に保持する固定具は，結果に影響を与えてはならない。 

端子における温度上昇は，45 K を超えてはならない。これは，リレー接点及びコイルの温度上昇による

影響（例えば，ブリッジ，短絡，接点のはんだ付け）を除いて確かめてもよい。 

8.4.5 互換性のある端子タイプ 

リレー間の電気的相互接続は，JIS C 61810-1:2024 の表 10（400 A 以下）及びこの規格の表 3（800 A 以

下）による露出した硬質導体で行う。リレーと電圧電源又は電流電源との接続は，JIS C 61810-1:2024 の表

10（400 A 以下）及びこの規格の表 3（800 A 以下）による可とう導体で接続する。リレー間の電気的相互

接続は，表 4（1 000 A 以下）に従って，銅棒で行う。 

端子における温度上昇は，45 K を超えてはならない。これは，リレー接点及びコイルの温度上昇による

影響（例えば，ブリッジ，短絡，接点のはんだ付け）を除いて確かめてもよい。 

8.4.6 ソケット 

リレーとソケットとの間の接続部，及びその接続に隣接するリレー及びソケットの絶縁材は，許容され

る最大定常温度限界を超えてはならない。 

ソケット間の電気的相互接続は，JIS C 61810-1:2024 の表 10（400 A 以下）及びこの規格の表 3（800 A
以下）による導体で接続する。ソケットと電圧電源又は電流電源との接続は，JIS C 61810-1:2024 の表 10
（400 A 以下）及びこの規格の表 3（800 A 以下）による可とう導体で接続する。 

ソケット間の電気的相互接続は，表 4（1 000 A 以下）に従って銅棒で行う。 

ソケット間の取付間隔は，製造業者が指定しなければならない。 

 

表 3－400 A を超え 800 A 以下の端子に流れる電流値による試験用導体 
 
 

試験電流の範囲 a) 
A 

導体 b), c), d), e) 
メートル kcmil 

本数 サイズ 
mm2 

本数 サイズ 
kcmil 

400 500 2 150 2 250 
500 630 2 185 2 350 
630 800 2 240 2 300 

注記 この表は JIS C 8201-1:2020 の表 10 による。 
注 a) 試験電流値は，第 1 列での最初の値より大きく，その列での第 2 番目の値以下とする。 
注 b) 試験の便宜のため，製造業者の合意を得た場合には，示された試験電流用の導体より小さな

導体を用いてもよい。 
注 c) この表は，メートル法と AWG/kcmil システムとの導体の代替サイズ，及びミリメートル

（mm）とインチ（inch）との銅帯の代替サイズをそれぞれ示す。AWG/kcmil とメートル法

とのサイズの比較は，JIS C 8201-1:2020 の表 1 を参照。 
注 d) 示した電流範囲に対して規定する二つの導体のうちいずれを用いてもよい。 
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注 e) 規定の線径が利用不可能な場合は，次に小さい標準線径を使用しなければならない。 
注 f) 試験の最小導体の長さは 1 400 mm とする。 

 

表 4－400 A を超え 1 000 A 以下の端子に流れる電流値による試験用導体 
 

試験電流の範囲 a) 
A 

2 組の導体 b), c), d), e) 

本数 サイズ 
mm2 

サイズ 
inches 

400 500 2 30 × 5 1 × 0.250 
500 630 2 40 × 5 1,25 × 0.250 
630 800 2 50 × 5 1.5 × 0.250 
800 1 000 2 60 × 5 2 × 0.250 

注記 この表は JIS C 8201-1:2020 表 11 による。 
注 a) 試験電流値は，第 1 列での最初の値より大きく，その列での第 2 番目の値以下とする。 
注 b) 試験の便宜のため，製造業者の合意を得た場合には，示された試験電流用の導体より小さ

な導体を用いてもよい。 
注 c) 示した電流範囲に対して規定する二つの導体のうちいずれを用いてもよい。 
注 d) 導体は，長辺を垂直にして配置する。製造業者が指定するは，長辺を水平にして使用する

ことが可能である。 
注 e) 試験の最小導体の長さは 1 400 mm とする。 
注 f) 表は，ミリメートルとインチとでの導体の代替サイズを示す。 

9 基本動作・復帰機能 

基本動作・復帰機能は，JIS C 61810-1:2024 の箇条 9 による。 

10 耐電圧 

耐電圧は，次の変更又は追加によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 10 による。JIS C 61810-1:2024 の

表 13 及び表 14 を，次の表 5 及び表 6 に置き換える。 
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表 5－耐電圧－AC 

 試験電圧 a), b)は回路の定格電圧による（実効値） 
試験する絶縁又は断

路 g) 
50 V 以

下 c) 
50 V～

120 V 

100 V～200 V 
120 V～240 V 
125 V～250 V 

230 V／400 V 
277 V／480 V 

400 V／400/√3 V 
480 V／480/√3 V 

> 480 V 

 
 

 

d) 

 

 

e) 

 

 
 

 

f)  
 

 

L－E L－E L－E L－L L－E L－L L－E L－L L－E 
V V V V V V 

機能絶縁 h) 500 1 300 1 300 1 500 1 500 1 700 1 700 1 700 
Un + 1 200 V 
（概略値） 

基礎絶縁 i) 500 1 300 1 300 － 1 500 － 1 700 － 
Un + 1 200 V 
（概略値） 

基礎絶縁（試験手順

B） 
500 1 000＋2×定格電圧 

付加絶縁 i) － 1 300 1 300 － 1 500 － 1 700 － 
Un + 1 200 V 
（概略値） 

強化絶縁又は 
二重絶縁 i) 

500 2 600 2 600 － 3 000 － 3 400 － 
2 × 

（Un + 1 200 V） 
（概略値） 

マイクロ断路 j) 400 400 400 500 500 700 700 700 Un + 250 V 

完全-断路 
500 1 300 1 300 1 500 1 500 1 700 1 700 1 700 Un + 1 200 V 

（概略値） 

注 a) 試験に使用する高電圧トランスは，出力電圧を試験電圧に調整後，出力端子間の短絡時の出力電流が 200 mA 以上になるよ

うに設計しなければならない。出力電流は 3 mA 未満とし，過電流でトリップしてはならない。試験電圧値（実効値）は，

±3 %以内で測定しなければならない。 
注 b) 完全断路と同様に機能絶縁，基礎絶縁及び付加絶縁に関して，式 Un＋1 200 V（概略値）から値を算出する。マイクロ断路に

関しては，式 Un＋250 V（概略値）から値を算出する。Un は，供給システムの公称電圧とする。 
注 c) 50 V 以下：電源に直接接続しない。JIS C 60364-4-44 における，一時的な過電圧は発生してはならない。 
注 d) 単相システム，中間接地。 
注 e) 三相システム，中間接地。 
注 f) 三相システム，一相接地。 
注 g) 試験が実施不可能な特殊部品，例えば LED，ダイオード及びバリスタは，試験する絶縁が適切になるように，一方を外すか，

ブリッジするか，又は取り除く。 
注 h) 正しく機能するために必要な接点間絶縁の例。 
注 i) 基礎絶縁，付加絶縁，強化絶縁又は二重絶縁の試験では，全ての充電部を相互接続し，全ての可動部が最も不利な位置にな

るように注意しなければならない。 
注 j) 接点の適切な機能を確保する接点ギャップ（マイクロ開路を含む。）。 

 
  

E 

L L 

N 
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表 6－耐電圧－DC 

試験する絶縁又は断路 d) 

試験電圧 a), b)は回路の定格電圧による（実効値） 
50 V 以

下 c) 
50 V～

120 V 
120 V～250 V 
125 V～250 V 

240 V～480 V > 480 V 

 

 

 

 

L－E L－E L－E L－L L－E L－L L－E 
V V V V 

機能絶縁 e) 
500 1 300 1 300 1 500 1 500 1 700 

Un + 1 200 V 
（概略値） 

基礎絶縁 f) 
500 1 300 1 300 － 1 500 － 

Un + 1 200 V 
（概略値） 

基礎絶縁（試験手順 B） 500 1 000＋2×定格電圧 

付加絶縁 f) －  1 300 1 300 －  1 500 －  Un + 1 200 V 
（概略値） 

強化絶縁又は  
二重絶縁 f) 500 2 600 2 600 －  3 000 －  

2 × 
（Un + 1 200 V） 

（概略値） 

マイクロ断路 g) 400 400 400 500 500 700 Un + 250 V 
完全断路 

500 1 300 1 300 1 500 1 500 1 700 
Un + 1 200 V 
（概略値） 

注 a) 試験に使用する高電圧トランスは，出力電圧を試験電圧に調整後，出力端子間の短絡時の出力電流が 200 mA 以上に

なるように設計しなければならない。出力電流は 3 mA 未満とし，過電流でトリップしてはならない。試験電圧値は

±3 %以内で測定しなければならない。 
注 b) 完全断路と同様に機能絶縁，基礎絶縁及び付加絶縁に関して，式 Un＋1 200 V（概略値）から値を算出する。マイク

ロ断路に関しては，式 Un＋250 V（概略値）から値を算出する。Un は，供給システムの公称電圧とする。 
注 c) 50 V 以下：電源に直接接続しない。JIS C 60364-4-44 における，一時的な過電圧は発生してはならない。 
注 d) 試験が実施不可能な特殊部品，例えば LED，ダイオード及びバリスタは，試験する絶縁が適切になるように，一方

を外すか，ブリッジするか，又は取り除く。 
注 e) 正しく機能するために必要な接点間絶縁の例。 
注 f) 基礎絶縁，付加絶縁，強化絶縁又は二重絶縁の試験では，全ての充電部を相互接続し，全ての可動部が最も不利な位

置になるように注意しなければならない。 
注 g) 接点の適切な機能を確保する接点ギャップ（マイクロ開路も含む。）。 

11 電気的耐久性 

電気的耐久性は，次の変更又は追加によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 11 による。 

11.1 一般 

リレーの接点の極性が定義されている場合，製造業者は適切な試験の接点負荷の回路図を指定しなけれ

ばないが，これは JIS C 61810-1:2024 の表 16 の回路図から異なる可能性がある。 

電気的耐久性試験後の温度試験は，この規格の製品を対象とする附属書（例えば，太陽光発電システム

のための附属書 S 又は適用規格（例えば，JIS C 9730-1，JIS C 8281-1）によって規定されている場合は必

須である。 

 
E L 

=  
E L L 

= =  
E L L 

= =  
E L 

= 



11 
C 61810-10：2025 IEC 61810-10：2019 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

11.2 過負荷試験 

過負荷試験は，製造業者がサイクル数を指定する。 

11.3 厳しさ（故障判定） 

最初に検出した一時的な誤動作は，故障（IEC 61810-7:2006 の 4.30.2 の“Severity A”）と判定する。 

12 機械的耐久性 

機械的耐久性は，JIS C 61810-1:2024 の箇条 12，並びにこの規格の表 5 及び表 6 による。 

13 空間距離，沿面距離及び固体絶縁 

空間距離，沿面距離及び固体絶縁は，次の変更又は追加によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 13 によ

る。 

13.1 一般規定 

JIS C 61810-1:2024 の細分箇条の最初の二つの文を削除し，次に置き換える。 

この箇条で規定する要求事項及び試験は，JIS C 60664-1:2009 に基づくものであり，IEC 60060-1:2010 に

基づくシステムとしての絶縁評価でもよい。 

13.1 b)の 3 番目の項目を次のように変更する。 

－ JIS C 60664-3:2019 の 5.8.5 に基づく部分放電試験は，700 V を超えるピーク電圧に対して要求する。 

13.2 空間距離及び沿面距離 

JIS C 61810-1:2024 の表 18 を，次の表 7 に置き換える。 
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表 7－絶縁協調のための大気中の最小空間距離 

インパルス耐電圧 a) 
海抜 2 000 m 以下の最小空間距離 c), d) 

汚損度 e) 
1 2 3 

kV mm mm mm 
0.33 b) 0.01 0.2 c) 0.8 
0.4 0.02 0.2 c) 0.8 
0.50 b) 0.04 0.2 c) 0.8 
0.6 0.06 0.2 0.8 
0.80 b) 0.10 0.2 0.8 
1 0.15 0.2 0.8 
1.2 0.25 0.8 
1.5 b) 0.5 0.8 
2 1.0 
2.5 b) 1.5 
3 2.0 
4.0 b) 3.0 
5 4.0 
6.0 b) 5.5 
8.0 b) 8.0 
10 11 
12 b) 14 
15 b) 18 
18 b) 22 
20 b) 25 

注 a) この電圧は，次のいずれかとする。 
－ 直接さらされる基礎絶縁又は低電圧の電源からの過渡的過電圧にさら

される場合は，機器の定格インパルス耐電圧 
－ その他の基礎絶縁の場合は，回路中に起こり得る最高インパルス耐電

圧 
－ 強化絶縁の場合は，JIS C 61810-1:2024 表 17 の注 a)及び注 b)を参照 

特別な場合（特に既存の設計品）では，補間法による中間値を空間距離の値と

して使用してもよい。 
注 b) 過電圧カテゴリ（附属書 G 参照）に関連する推奨値 
注 c) プリント配線板の場合，汚損度 1 に対する値を適用する。ただし，その値が JIS 

C 61810-1:2024 の表 20 に規定する 0.04 mm 以上の場合を除く。 
注 d) JIS C 61810-1:2024 の表 18 の空間距離の値は，海抜 2 000 m 以下で有効である

ので，2 000 m を超える標高の場合の空間距離は JIS C 60664-1:2009 の表 A.2 で

規定する標高補正係数を乗じる。 
注 e) 汚損度についての詳細は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 H に規定している。 

 

13.3 固体絶縁 

13.3.1 一般 

固体絶縁は，リレーの想定する使用期間中に生じる可能性のある電気的及び機械的ストレス並びに熱的

及び環境的影響に長期にわたり耐えなければならない。 

固体絶縁の品質は，JIS C 61810-1:2024 の 10.1 の前処理の直後，表 5 及び表 6 に基づいて JIS C 61810-
1:2024 の 10.2 に従って耐電圧試験によって評価する。 

機能絶縁及び基礎絶縁に対する固体絶縁物の厚さには，寸法の要求はない。 
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基礎絶縁は，危険電位に密接に関連する。 

付加絶縁及び強化絶縁における，固体絶縁物を介した距離は，1.0 mm 以上でなければならない。 

注記 固体絶縁物を介した距離は，リレーが組み込まれる特定の装置に関する JIS 及び IEC 規格で許さ

れている場合，これを短くすることがある。 

上記の固体絶縁要求事項の代わりに，付加絶縁又は強化絶縁は，多層の絶縁層及び／又は他の有効な JIS
及び IEC 規格（JIS C 6065，IEC 60335，IEC 60730 など）で定義する最小厚さで実現可能であるが，デー

タシートにそのことを記載しなければならない。 

上記の，絶縁物を介した距離は，固体絶縁だけで構成する必要はない。すなわち，絶縁は固体絶縁と一

つ以上の空隙とで構成してもよい。 

ただし，この要求事項は，絶縁物がマイカ及び同様の剝離性の材料を除く薄層で構成され，次の条件を

満たす場合には適用しない。 

－ 付加絶縁の場合，2 層以上からなる絶縁物で構成し，その各層は JIS C 61810-1:2024 の 10.2 に規定す

る付加絶縁の耐電圧試験に耐えるもの。 

－ 強化絶縁の場合，3 層以上からなる絶縁物で構成し，そのうちの 2 層がそれぞれ JIS C 61810-1:2024 の

10.2 に規定する強化絶縁の耐電圧試験に耐えるもの。 

13.3.2 部分放電 

700 V 以上のピーク電圧用に設計した部品は，部分放電が発生する可能性がある。部分放電が発生しな

いことを確認するため JIS C 60664-1:2009 の 6.1.3.5 に規定の試験を実施しなければならない。 
試験準備は，JIS C 60664-1:2009 の C.1.2 による。係数 F1~F4 を適用し，5 pC の部分放電限界を設定し，t1

を 5 s，及び t2 を 10 s とする。測定は，IEC 60270 に適合する狭帯域試験装置で行わなければならない。製

造業者の要求に応じて他の条件を指定する場合，その相違点を試験報告書に記載しなければならない。 

AC 試験方法が望ましい。ただし，接点に極性を備えた特定の DC 負荷専用設計では，AC 試験方式を使

用すると誤った結果又は破壊を発生させる可能性がある。 

13.6 システムとしての絶縁協調評価 

13.6.1 一般 

JIS C 60664 規格群が適用されない，又は部分的にしか適用されない絶縁システムは，この箇条に従って

評価しなければならない。主な例は，ガス充塡リレーである。 

このような場合，IEC 60060-1:2010 の統計評価と同様の方法で評価を行わなければならない。 

13.6.2 特殊手順 

ガス充塡リレーの絶縁協調は，13.6.3 以降の手順に従い評価しなければならない。この手順は，開放状

態の接点間の絶縁の評価に適用し，絶縁距離が，大気中の部分と JIS C 60664 が適用されない別の部分と

で構成されるシステムに適用することが可能である。 

複合絶縁距離にあっては，その距離のいずれか一つ以上は，次の絶縁要求事項に耐えるものでなければ

ならない。二重又は強化絶縁が必要な場合には，二重又は強化絶縁の要求事項に従うか，又はそれぞれの

距離が基礎絶縁の要求事項に適合しなければならない。この場合，13.2 及び 13.6 の要求事項に従って，絶
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縁システムの評価を行う。 

13.6.3 条件 

この手順を適用するためには，次の原則的な条件を満たす必要がある。 

・ 設計は，部分放電がないものとする。 

・ 製品の寿命期間中，シーリングは確保されている。 

・ 起こり得るフラッシオーバーはいつも接点間で発生する。 

・ 使用する試験電圧は 1.2/50μs インパルス電圧である。 

完全な設計での絶縁耐力は，システムの最小絶縁耐力として U*
50 − 3σ で定義し，表 G.1 に従う定格イン

パルス耐電圧よりも高くなければならない。該当するならば，JIS C 60664-1:2009 の表 F.5 に従い標高補正

を用いなければならない。 

13.6.4 試験手順 

50 %破壊放電電圧 Ud*の評価は IEC 60060-1:2010 の A.1.2 に従い実施する。 

・ ほとんどの場合，最初のフラッシオーバーのレベルは未知なので，増加法を推奨する（図 1 の下側の

例を参照）。 

・ パルス電圧の増減は，それより以前の印加結果に依存する［図 1 下側の n=1 以外 →（矢印で示す）そ

れぞれの印加の後の電圧変化を参照］。固体絶縁破壊又は沿面経由の破壊は，許容しない。 

・ それぞれの極性に対して少なくとも 100 ショット（カウンター i は，許容された電圧レベル数であり，

許容される電圧レベルを考慮するために少なくとも二つの電圧イベントを記録しなければならない）

を印加しなければならない。極性のない接点システムの場合は，両方向を試験しなければならない。 

13.6.5 データ評価 

データの評価は，IEC 60060-1:2010 の A.3.2 に従う。 

破壊放電電圧の計算による推定値は，次に従って計算する 

 

IEC 60060-1:2010 の表 A.1 及び n=1 の場合（に従うと），P=0.5 となる。 

注記 計算方法は，図 1 の中の n=1 を除いた部分で確認可能である。 

標準偏差は，次式で推定する。 
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図 1 - システム評価の試験手順 
 

異なる極性に対して異なる結果となった場合は，低い方を選択しなければならない（極性のない設計に

対してだけ適用）。 

14 端子 

端子は，次の変更又は追加によるほか，JIS C 61810-1:2024 の箇条 14 による。 

14.1 一般 

端子タイプの概要を，附属書 J に記載する。製造業者が指定する場合，端子の機械的強度は，附属書 P
に従って試験しなければならない。 

14.2 ねじ式端子及びねじなし端子 

ねじ式端子及びねじなし端子は，IEC 60999-1 及び IEC 60999-2 の要求値及び試験を満足しなければな

らない。試験電流は，製造業者が指定したリレーの定格電流（それより大きい端子部の定格電流ではない。）

とする。 

15 気密性 

気密性は，JIS C 61810-1:2024 の箇条 15 による。 

16 耐熱性及び耐火性 

耐熱性及び耐火性は，JIS C 61810-1:2024 の箇条 16 による。 
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17 特別試験 

用途規格又は特別な用途によって必要となる要求事項に対するリレーの特別な仕様を，製造業者が指定

する場合，附属書 P，附属書 R，附属書 S 及び附属書 T に従う。 

それら特別な仕様は，リレーが箇条 6 に規定した通常動作とは明確に異なる特定の条件で動作するよう

に製造業者が指定している要求事項を記載する。 

附属書 P は，試験条件及び試験の順序，並びに製造業者が端子により厳しい要求を指定した場合の試験

結果を記載する。 

附属書 R は，試験条件及び試験の順序，並びに製造業者がリレーの短絡容量を指定した場合の結果を記

載する。 

附属書 S は，製造業者が，太陽光発電用途として指定した場合のリレーの適合試験を記載する。 

附属書 T は，製造業者が，路上走行車用途として指定した場合のリレーの適合試験を記載する。  

特別試験として，これらの全ての追加テストは必須ではなく，この規格に適合するために，これらの試

験のいずれかを満たす必要もない。 

注記 このような試験のための特定の要求事項及び更なる用途からの要求事項，並びにそれらの定義は

調査中である。 
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附属書 A 
（規定） 

リレーに関する説明 

リレーに関する説明は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 A による。 
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附属書 B 
（参考） 

誘導接点負荷 

誘導接点負荷は，次の表 B.1，表 B.2 及び表 B.3 の変更又は追加によるほか，JIS C 61810-1:2024 の附属

書 B による。 

 

表 B.1－メーク及びブレーク容量の検証（異常使用） 

区分 メーク ブレーク サイクル数及び頻度 
 

I/Ie U/Ue cos  I/Ie U/Ue cos  
サイクル

数 

1 分間 
当たりの 

サイクル数 

励磁の時間 
（s） 

AC 誘導負荷 
（コンタクタコ

イル，ソレノイ

ドバルブ） 

10 1.1 0.3 10 1.1 0.3 10 6 0.04 

 合計サイクル数 10  
 

I/Ie U/Ue T0.95 I/Ie U/Ue T0.95 
サイクル

数 

1 分間 
当たりの 

サイクル数 

励磁の時間 
（ms） 

DC 誘導負荷 
（コンタクタコ

イル，ソレノイ

ドバルブ） 

1.1 1.1 6×P a) 1.1 1.1 6×P a) 10 6 T0.95 

 合計サイクル数 10  
DC 誘導負荷 
（シャントモー

タ, スタータ, 
プラギング, 
インチング, モ
ーターダイナミ

ックブレーキ） 

I/Ie U/Ue T0.95 I/Ie U/Ue T0.95 サイクル

数 
1 分間 
当たりの 
サイクル数 

励磁の時間 
（s） 

4 1.05 7.5 ms b) 1.05 1.05 7.5 ms b) 1 6 0.2 
合計サイクル数 1  

記号説明 
Ie：定格動作電流    I：開閉電流    Ue：定格動作電圧    U：開閉電圧 
P＝Ue×Ie：定常電力（W）    T0.95：定常状態電流の 95 %に達する時間（ms） 

注 a) “6×P”の値は，多くの直流誘導負荷が P＝50 W，すなわち，T0.95 の値は，最大 6×P＝300 ms になるとい

う経験的な関係に由来している。 
50 W 以上の定格負荷は，並列接続の小さな負荷で構成しているとみなす。したがって，電力値には無関

係に 300 ms が T0.95 の最大値となる。 
注 b) 誘導負荷は T0.95 = 7.5 ms 条件下で P = U×I > 50 W であり，一般的な分類は不可能である。 
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表 B.2－メーク及びブレーク容量の検証（正常使用） 

区分 メーク ブレーク サイクル数及び頻度 
 

I/Ie U/Ue cos  I/Ie U/Ue cos  サイクル数 
1 分間 

当たりの 
サイクル数 

励磁の時間 
（s） 

AC 誘導負荷 
（コンタクタ

コイル，ソレノ

イドバルブ） 

10 c) 0.3 1 c) 0.3 50 6 0.05 
10 1 0.3 1 1 0.3 10 ＞60b) 0.05 
10 1 0.3 1 1 0.3 990 60 0.05 
10 1 0.3 1 1 0.3 5 000 6 0.05 

 合計サイクル数 6 050  
 

I/Ie U/Ue T0.95 I/Ie U/Ue T0.95 サイクル数 
1 分間 

当たりの 
サイクル数 

励磁の時間 
（s） 

DC 誘導負荷 
（コンタクタ

コイル，ソレノ

イドバルブ） 

1 c) 6×P a) 1 c) 6×P a) 50 6 T0.95 
1 1 6×P a) 1 1 6×P a) 10 ＞60 b) T0.95 
1 1 6×P a) 1 1 6×P a) 990 60 T0.95 
1 1 6×P a) 1 1 6×P a) 5 000 6 T0.95 

 合計サイクル数 6 050  
 

I/Ie U/Ue T0.95 I/Ie U/Ue T0.95 サイクル数 
1 分間 

当たりの 
サイクル数 

励磁の時間 
（s） 

DC 誘導負荷 
（シャントモ

ータ, スター

タ, プラギン

グ, 
イ ン チ ン グ , 
モーターダイ

ナミックブレ

ーキ） 

4 1.05 7.5 ms d) 1.5 1.05 7.5 ms d) 
製造業者の

指定による 
6 0.2 

4 1.05 7.5 ms d) 
1.0
5 

1.05 7.5 ms d) 
製造業者の

指定による 
6 0.2 

 合計サイクル数    
記号説明 

Ie：定格動作電流    I：開閉電流    Ue：定格動作電圧    U：開閉電圧 
P＝Ue×Ie：定常電力（W）    T0.95：定常状態電流の 95 %に達する時間（ms） 

注 a) “6×P”の値は，多くの直流誘導負荷が P＝50 W，すなわち，T0.95 の値は，最大 6×P＝300 ms になるとい

う経験的な関係に由来している。 
50 W 以上の定格負荷は，並列接続の小さな負荷で構成しているとみなす。したがって，電力値には無関

係に 300 ms が T0.95 の最大値となる。 
注 b) 最大許容サイクル数による（接点のメーク及びブレークが確実に可能な範囲）。 
注 c) 試験は，定格動作電圧 Ue に合わせた試験電流 Ie 及び定格動作電圧 Ue の 1.1 倍で行う。 
注 d) 誘導負荷は T0.95 = 7.5 ms 条件下で P = U×I > 50 W であり，一般的な分類は不可能である。 
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表 B.3－電気的耐久性 

電流 区分 メーク ブレーク 
交流 誘導負荷（コンタ

クタコイル，ソレ

ノイドバルブ） 

I U cos  I U cos  
10Ie Ue 0.7 a) Ie Ue 0.4 a) 

直流 b) 誘導負荷（コンタ

クタコイル，ソレ

ノイドバルブ） 

I U T0.95 I U T0.95 
Ie Ue 6×P c) Ie Ue 6×P c) 

直流 b) 

誘導負荷 
（シャントモータ, 
スタータ, プラギ

ング, 
インチング, モ
ーターダイナミ

ックブレーキ） 

4 Ie 1.05 Ue 7.5 ms d) 1.05 Ie 1.05 Ue 7.5 ms d) 

記号説明 
Ie：定格動作電流    I：開閉電流    Ue：定格動作電圧    U：開閉電圧 
P＝Ue×Ie：定常電力（W）    T0.95：定常状態電流の 95 %に達する時間（ms） 

注 a) 表示する力率は，通常値で電気的特性をシミュレートする試験回路だけに適用する。 
力率 0.4 の回路において，シャント抵抗は過電流損に起因する制動効果をシミュレートするために用い

られる事実を参考とする。 
注 b) 直流の誘導負荷は低抵抗に作用するスイッチング機器に働き，定格動作電流は最大発生電流以上でなけれ

ばならない。 
注 c) “6×P”の値は，多くの直流容量負荷が P＝50 W，すなわち，6×P＝300 ms まである経験的な関係に由来

している。 
50 W 以上の定格負荷は並列接続の小さな負荷で構成しているとみなす。したがって，電力値には無関係

に 300 ms が最大値となる。 
注 d) 誘導負荷は T0.95 = 7.5 ms 条件下で P = U×I > 50 W であり，一般的な分類は不可能である。 
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附属書 C 
（規定） 

試験のセットアップ 

試験のセットアップは，JIS C 61810-1:2024 の附属書 C による。 
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附属書 D 
（参考） 
特別な負荷 

特別な負荷は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 D による。 
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附属書 E 
（規定） 

温度上昇試験の配線 

温度上昇試験の配線は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 E による。 
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附属書 F 
（規定） 

空間距離及び沿面距離の測定 

空間距離及び沿面距離の測定は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 F による。 
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附属書 G 
（規定） 

定格インパルス電圧，公称電圧及び過電圧カテゴリ間の関係 

定格インパルス電圧，公称電圧及び過電圧カテゴリ間の関係は，JIS C 61810-1:2024 の表 G.1 を，次の表 G.1 に置き換える。 

 

表 G.1－JIS C 61810-1:2024 に従ったサージアレスタによる過電圧保護の場合の電源システムの公称電圧と機器の定格インパルス耐電圧との対応 

充電線の 
対地電圧 
最大値 
 
 
交流実効値

又は直流 
V 

電源システムの公称電圧 a), c) 
（機器の定格絶縁電圧≧） 

2 000 m における定格インパルス電圧の推奨値（1.2/50 µs） 
kV 

 
 
 

交流実効値 
 

V 

 
 
 

交流実効値 
 

V 

 
 
 

交流実効値又 
は直流 

V 

 
 
 

交流実効値又は 
直流 

V 

過電圧種別 
IV III II I 

設置起点 
（引込口） 
のレベル 

配電回路の 
レベル 

負荷（製品

及び機器）

レベル 

特別に保護し

たレベル 

50 
－ －  12.5，24，

25，30，42，
48 

60－30 
1.5 0.8 0.5 0.33 

100 66/115 66 60 － 2.5 1.5 0.8 0.5 

150 
120/208，127/220 115，120，127 110，120 220－110，240－

120 
4 2.5 1.5 0.8 

300 

 220/380，
230/400， 

 240/415，
260/440， 

277/480 

220，230， 
240，260， 

277 

220 440－220 

6 4 2.5 1.5 

600 

 347/600，
380/660， 

 400/690．
415/720， 

480/830 

  347，380，400， 
  415，440，480， 

500，577，600 

480 960－480 

8 6 4 2.5 

1 250 － 660，690，720，830，1 000 1 000 － 12 8 6 4 25 
C

 61810-10
：

2025 IEC
 61810-10

：
2019 
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1 500     15 12 8 6 
2 000     18 15 12 8 

3 000 b)     20 18 15 12 
次の過電圧カテゴリは，参考である。実際の過電圧カテゴリは，リレーの用途で定義している製品規格から決めなければならない。 

過電圧カテゴリ I 過渡過電圧を適切な低レベルに制限するための処置が講じられている固定設備に接続する機器（固定設備又は機器） 
過電圧カテゴリ II 固定設備から供給するエネルギーを消費する機器 
過電圧カテゴリ III 固定設備中の機器で，信頼性及び有用性が特に求められる機器 
過電圧カテゴリ IV 配電設備用主配電盤及び基幹設備のための，設備の引込口部で使用する機器 

注 a) IEC 60038 に従う 
注 b) DC だけ 
注 c) 非接地又はインピーダンス接地された三相三線式システム及び単相二線式システムの場合は，ライン間電圧を使用する。三相 4 線式システム及び単相 3 線

式システムの場合，ライン-ニュートラル間電圧を使用する。製品又は機器の場合は，規定時の定格絶縁電圧を使用し，それ以外の場合は最大定格電圧を使用

する。電源システムへの設置には，最大連続電圧を使用する。最大連続電圧が定格電圧より 10 %以上高い場合は，定格電圧を使用することが可能である。 
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附属書 H 
（規定） 
汚損度 

汚損度は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 H による。 
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附属書 I 
（規定） 

保証トラッキング試験 

保証トラッキング試験は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 I による。 
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附属書 J 
（参考） 

端子群の概要図 

端子群の概要図は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 J による。 
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附属書 K 
（規定） 

グローワイヤ試験 

グローワイヤ試験は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 K による。 
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附属書 L 
（規定） 

ボールプレッシャー試験 

ボールプレッシャー試験は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 L による。 
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附属書 M 
（参考） 

ニードルフレーム試験 

ニードルフレーム試験は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 M による。 
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附属書 N 
（参考） 

耐はんだ付け標準工程 

耐はんだ付け標準工程は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 N による。 
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附属書 O 
（参考） 

リスクアセスメント 

リスクアセスメントは，JIS C 61810-1:2024 の附属書 O による。 
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附属書 P 
（参考） 

端子の機械的特性強度 

P.1 一般 

端子の機械的特性の試験に関するこの附属書は，JIS C 8201-1:2020 に基づく。端末の構造要求を次に記

載する。 

接触を維持し，電流を流す端子は，全ての部分において，適切な機械的強度がある金属製でなければな

らない。 

端子接続は，必要な接触圧が維持可能なように，導体を接続するための力が，ねじ，ばね又は他の同等

な手段によって加えられるものでなければならない。  

端子は，導体又は端子のいずれにも大きな損傷を与えることなく，適切な表面に導体を締付けられるよ

うな構造でなければならない。端子は，装置の動作に悪い影響を与えるように導体をずらしたり，又は端

子自身をずらしたりしてはならない。また，絶縁電圧を，定格値以下に低下させてはならない。適用上必

要な場合，端子と導体とは，銅導体専用のケーブルラグによって接続してもよい。 

注記 1 装置のスタッド端子に直接接続するのに適したラグ端子の外形寸法例を，JIS C 8201-1:2020 の附

属書 P に示す。 

端子の例を，JIS C 8201-1:2020 の附属書 D に示す。この細分箇条の要求事項は，該当するならば，P.2，
P.3 及び P.4 の試験で検証する。 

注記 2 対応国際規格の注記 2 は，北米に限定した内容のため，この規格では記載しない。 

P.2 端子の機械的強度 

P.2.1 一般 

製造業者が特に指定しない限り，各々の試験は清浄で新品の端子で行う。試験に用いる丸銅導体は，JIS 
C 3001 に規定する銅導体でなければならない。試験に平角銅導体を用いるときは，次の特性をもつもので

なければならない。 

－ 最低純度：99.5 % 

－ 引張限界強度：200 N/mm2 ~ 280 N/mm2 

－ ビッカース硬度： 40〜65 

P.2.2 試験手順 

試験は，最大断面積の適切な形式の導体で行う。導体は 5 回着脱する。 

ねじ式端子の締め付けトルクは，表 P.1 又は製造業者が指定するトルクの 110 %の値のいずれか大きい

方のトルク値とする。試験は，二つの別の締付具で実施する。ねじ回しで締付け可能な六角頭のねじで，

かつ，表 P.1 の II 列及び III 列の値が異なっている場合には，二つの試験を実施する。まず，表 P.1 の III
列で規定するトルクを六角頭に加え，次に，もう一つの別の組の供試品にねじ回しを用いて II 列に規定す

るトルクを加える。表 P.1 の II 列 及び III 列の値が同じである場合，試験は，ねじ回しを用いる方法だけ

で行う。各々の締付試験には，毎回，クランプしたねじ又はナットを緩めて，新しい導体を取り換えて行
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う。 

 

表 P.1－機械的強度の検証を行うときのねじ式端子に加える締付トルク 
ねじの直径 

mm 
締付トルク 

N⋅m 
メ－トル表示の基準値 直径の範囲 I II III 

1.6 1.6 以下 0.05 0.1 0.1 
2.0 1.6 を超え 2.0 以下 0.1 0.2 0.2 
2.5 2.0 を超え 2.6 以下 0.2 0.4 0.4 
3.0 2.8 を超え 3.0 以下 0.25 0.5 0.5 
− 3.0 を超え 3.2 以下 0.3 0.6 0.6 

3.5 3.2 を超え 3.6 以下 0.4 0.8 0.8 
4.0 3.6 を超え 4.1 以下 0.7 1.2 1.2 
4.5 4.1 を超え 4.7 以下 0.8 1.8 1.8 
5 4.7 を超え 5.3 以下 0.8 2.0 2.0 
6 5.3 を超え 6.0 以下 1.2 2.5 3.0 
8 6.0 を超え 8.0 以下 2.5 3.5 6.0 
10 8.0 を超え 10 以下 − 4.0 10.0 
12 10 を超え 12 以下 − − 14.0 
14 12 を超え 15 以下 − − 19.0 
16 15 を超え 20 以下 − − 25.0 
20 20 を超え 24 以下 − − 36.0 
24 24 を超えるもの − − 50.0 

I 列：締め付けるとき，ねじ穴からはみ出る部分がないような頭なしねじ，又は先端の刃の部分がねじの基本部分

の直径より大きい（マイナス）ねじ回しでは締付けが不可能なようなねじに適用する。  
II 列：ねじ回しで締め付けるようにしたねじ及びナットに適用する。 
III 列：ねじ回し以外の手段で，締め付けるようにしたねじ及びナットに適用する。 

 

P.2.3 要求事項 

試験中，締付具及び端子部には，緩みが生じてはならない。また，損傷が発生してはならない。損傷に

は，ねじの破壊，又は以後の引き続きの使用が困難となるような，ねじなどの頭の溝，ねじ山，座金若し

くはあぶみ形の金具（電線のばらけ止めなど）の損傷が含まれる。 

P.3 ねん回試験（導体の偶発的な緩み及び損傷に対する試験法） 

P.3.1 一般 

この試験は，製造業者が指定する本数，断面積及び形式［可とう性があるもの及び／又は硬質性のもの

（より線及び／又は単線）］の未処理の丸銅導体を接続するための端子に適用する。銅の板状導体に適した

試験法は，受渡当事者間の協定で決めてよい。 

注記 対応国際規格の注記は，許容事項であるため，本文に移した。 

P.3.2 試験手順 

次の試験は，二つの新しい試料を用いて行う。 

a) 最小断面積の導体を，許容する最大接続数まで接続した状態 
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b) 最大断面積の導体を，許容する最大接続数まで接続した状態 

c) 最小断面積の導体及び最大断面積の導体を，許容する最大接続数まで同時に接続した状態 

可とう性がある又は硬質性の導体（単線及び／又はより線）のいずれかを接続することを意図する端子

は，各々の形式の導体を用いて，それぞれ別の供試品で試験を行う。 

可とう性がある又は硬質性の導体（単線及び／又はより線）の両方を同時に接続することを意図する端

子は，c)による試験を行う。 

試験は，それに適した試験装置を用いて実施する。端子には，規定の本数の導体を接続する。試験導体

の長さは，表 P.2 に規定する高さ H より 75 mm 長くする。クランプねじは，表 P.1 に規定するトルク又は

製造業者が指定するトルクで締め付ける。供試機器は，図 P.1 に示すとおり確実に固定する。 

 

表 P.2－丸銅導体に対するねん回及び引張試験の試験値 
導体サイズ ブッシング孔

の直径 a), b) 
高さ 
H a) 

おもり 
 

引張力 

mm2 AWG/kcmil mm mm kg N 
0.2 24 6.5 260 0.2 10 

0.34 22 6.5 260 0.2 15 
0.5 20 6.5 260 0.3 20 

0.75 18 6.5 260 0.4 30 
1.0 － 6.5 260 0.4 35 
1.5 16 6.5 260 0.4 40 
2.5 14 9.5 280 0.7 50 
4.0 12 9.5 280 0.9 60 
6.0 10 9.5 280 1.4 80 
10 8 9.5 280 2.0 90 
16 6 13.0 300 2.9 100 
25 4 13.0 300 4.5 135 
－ 3 14.5 320 5.9 156 
35 2 14.5 320 6.8 190 
－ 1 15.9 343 8.6 236 
50 0 15.9 343 9.5 236 
70 00 19.1 368 10.4 285 
95 000 19.1 368 14 351 
－ 0000 19.1 368 14 427 

120 250 kcmil 22.2 406 14 427 
150 300 kcmil 22.2 406 15 427 
185 350 kcmil 25.4 432 16.8 503 
－ 400 kcmil 25.4 432 16.8 503 

240 500 kcmil 28.6 464 20 578 
300 600 kcmil 28.6 464 22.7 578 

注 a) 許容差：高さ H については±15 mm，ブッシング孔の直径については±2 mm。 
注 b) ブッシング孔の直径が，その導体を拘束しないで収納可能な大きさでない場合，次に大きい径のブッシン

グを用いてもよい。 
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図 P.1－ねん回試験の試験装置 

 

各導体は，次の手順に従って，円運動をさせる。 

試験する導体の先端は，表 P.2 に規定するように，装置の端子の下部で高さ H の位置に設けた回転板に

あけた適切な大きさのブッシングに通す。ほかの導体は，試験の結果に影響を与えないように曲げておく。

ブッシングは，水平の回転板を通る導体と同一中心にくるような位置にする。ブッシングの中心線が，回

転板の中心の周りを 10 rpm±2 rpm で水平に，直径が 75 mm の円を描くように動かす。端子の接続口から

ブッシングの上面までの距離は，表 P.2 の高さ H で 15 mm の公差とする。ブッシングには，油などを塗っ

て滑らかにし，絶縁導体を締め付けたり，ゆがんだり，回転したりしないようにする。表 P.2 のおもりは，

導体の先端につるしておく。試験は，135 回連続回転させる。 

P.3.3 要求事項 

試験中，導体は，端子から抜けてはならず，締付具の近くで折れてはならない。 

各々の導体は，ねん回試験後，直ちに，引張試験を行う。 

P.4 引張試験 

P.4.1 一般 

ねん回試験後，直ちに，試験対象の各導体は引張試験を実施しなければならない。 
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P.4.2 試験手順 

ねん回試験の手順に続き，丸銅導体については，表 P.2 に，平角銅導体については，表 P.3 に規定する引

張力を，ねん回試験に従って試験された導体に適用する。 

締付ねじは，この試験のために再度締め付けてはならない。引張力は，徐々に 1 分間加える。 

 

表 P.3－平角銅導体の引張試験の数値 
平角銅導体の最大幅 

mm 
引張力 

N 
12 100 
14 120 
16 160 
20 180 
25 220 
30 280 

 

P.4.3 要求事項 

試験中，導体は，端子から抜けてはならず，締付具の近くで折れてはならない。 
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附属書 Q 
（規定） 

シールの長期安定性（リーク率の評価） 

Q.1 一般 

この試験は，適切な機能性及び安全性，並びに規定する性能を確保するためにシールしたリレーに適用

する。 

注記 この試験は，リレーの動作特性が，特定の特性（例えば，真空，ガス充塡）をもつリレー内部の

ガスチャンバー（接点を内蔵する空間）に依存する場合に適用する。 

試験は耐環境保護構造 RT IV 又は RT V のリレーに関し実施する。該当する場合は，関連するガスチャ

ンバー部は個別に試験しなければならない。リーク試験は JIS C 60068-2-14 及び JIS C 61810-1:2024 の箇

条 15 に基づいている。 

Q.2 試験手順 

Q.2.1 前処理 

リレーは，JIS C 60068-2-14 の試験 Nb に従って，50 サイクルからなる温度サイクルを実施する。各サ

イクルは，図 Q.1 に規定するように，－40 ℃（TA）で 1 時間（t1），続く＋85 ℃ （TB）で 1 時間（t1）で

構成する。温度変化率は毎分 1 K とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 Q.1 – 温度サイクル 

もしリレー端子の測定温度が，1 時間の暴露時間（t1）完了前に，周囲温度－40 ℃で端子温度が－37 ℃
又は周囲温度＋85 ℃で端子温度が＋82 ℃に達すれば，温度の上昇率を上げても良い。 

50 サイクルが終了後，少なくとも 3 時間かけて，リレーを室温（25±5）℃に戻す。 
 

Q.2.2 評価 

a) JIS C 61810-1:2024 の表 2 に合致した耐環境保護構造を評価する。 

b) 目視検査 
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c) 箇条 9 に基づく基本動作機能の検証 

d) 箇条 8 に従った温度試験 

e) 箇条 10 に基づく耐電圧 

注記 代替手順（接点間のアーク放電）は検討中である。 

Q.2.3 要求事項 

a) 耐環境保護構造は，製造業者が指定する。 

b) 通常の動作及び保護に影響を与えるひずみ（歪）及び部品の損傷がない。 

c) リレーは，該当する場合，JIS C 61810-1:2024 の 5.3，5.4 又は 5.5 の要求事項を満たす。 

d) JIS C 61810-1:2024 の箇条 8 の要求事項を適用する。 

e) JIS C 61810-1:2024 の箇条 10 の要求事項を適用する。 
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附属書 R 
（参考） 
短絡容量 

R.1 一般 

この附属書は，短絡電流の投入・通電・遮断の試験及びそれらを組み合わせた試験を示す。 

試験対象のリレーは，新しい，清浄な状態であり，使用される状態又は製造業者が指定した状態に取り

付けなければならない。試験の構成を図 R.1 に記載する。製造業者は，指定した短絡保護装置の詳細を記

載しなければならない。 

試験は，JIS C 61810-1:2024 の箇条 4 に規定する基準の試験条件の下で実施しなければならない。 

試験リレーのコイルは，製造業者によって特に指定のない限り，公称電圧で通電しなければならない。 

電源は，次の最小要求事項を満たさなければならない: 

• AC の場合，Zs < ¼ ZL 

• DC の場合，Rs < ¼ RL 

注記 1 負荷インピーダンス ZL 及び負荷抵抗 RL には，電源端子への回路配線を含む。 

注記 2 Zs は電源インピーダンスを示す。Rs は，電源端子まで測定した電源抵抗。 

短絡の配線は，JIS C 61810-1:2024 の表 10，及びこの規格の表 3 及び表 4 に従って，少なくとも公称電

流の断面積をもたなければならない。短絡ループの抵抗が高すぎて，要求される短絡電流に達しない場合

は，より大きな断面積を選択する。 

電源の短絡保護装置（SCPD）（一次保護装置及び二次保護装置を含む）は，校正ショットにおいて，予

想短絡保護電流が，少なくとも AC の場合は 4 半波，DC の場合は 20 ms の間，影響なく確実に流れなけれ

ばならない。 
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記号説明 

ZL：インピーダンス L：インダクタンス R：抵抗 
値は製造業者が指定しなければならない。 

注記 1  SCPD は短絡保護装置（ヒューズなど）。カットオフはメインの SCPD（用途によって又は製造業者によって

指定される）よりも感度がよい可能性がある。 
注記 2  アーク放電時間の測定は，リレーの製造業者にとって有益な情報となる可能性がある。 

図 R.1–短絡容量の試験回路 
 

R.2 試験手順 

R.2.1 一般 

リレーは，製造業者が指定した条件で指定短絡電流から発生するストレスに耐えなければならない。 

R.2.2 前処理 

リレーは，必要ならば，試験前，無負荷又は定格電流を超えない電流で数回事前調整を行ってもよい。

事前調整は，試験記録に記録しなければならない。 

R.2.3 試験回路の校正 

回路の校正のためには，供試品（DUT）は可能な限り DUT に近付けブリッジさせなければならない。た

だし，ブリッジは同じ長さと断面をもつ電線で配線しなければならない。 

電流波形は試験記録の一部として記録しなければならない。 

R.2.4 試験手順及び／又は順序 

手順及び/又は順序は，用途に従って選択しなければならない。ただし，DUT は JIS C 61810-1:2024 の図

C.2 に従って運用及び監視する。 

一般的な順序の例を次に示す: 

• SCPD を使用する場合 

－ 制御開閉器を閉じ，DUT を投入し短絡電流通電状態になり，SCPD が電流を遮断する（DUT の投入

仕様或いは製造者の指定した 

力率又は時定数 
仕様或いは製造者の指定 

した任意の SCPD 

供試品（リレー接点） 

制御開閉器 



 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

及び通電容量を確認）。 

－ DUT の接点を閉じ，制御開閉器を投入し短絡電流通電状態になり，SCPD が電流を遮断する（DUT
の通電容量を確認）。 

・ SCPD を使用しない場合 

－ DUT の接点を閉じ，制御開閉器を投入し規定時間短絡電流を通電した後，制御開閉器を遮断する

（DUT の通電容量を確認）。 

－ 制御開閉器を閉じ，DUT を投入し短絡電流通電状態になり，制御開閉器を遮断する（DUT の投入及

び通電容量を確認）。 

－ DUT の接点を閉じ，制御開閉器を投入し規定時間短絡電流を通電した後，DUT を遮断する（DUT
の通電及び遮断容量を確認）。 

• DUT が SCPD 機能をもつ場合 

－ 制御開閉器を閉じ，DUT を投入し短絡電流通電状態になり，SCPD 機能が働き電流を遮断する（DUT
の投入及び DUT の SCPD 遮断容量を確認）。 

－ DUT を閉じ，制御開閉器を投入し短絡電流通電状態になり，SCPD 機能が働き電流を遮断する（DUT
の通電及び DUT の SCPD 遮断容量を確認）。 

さらに，それらの組合せになることがある。 

特に規定のない限り，デバイスは要求事項に少なくとも 3 回印加に耐えなければならない。各試験は，

新しい試料を使用することが可能である。 

R.3 要求事項 

短絡容量試験後，リレーは製造業者が指定した，又は適用規格が規定した条件を満たさなければならな

い。 

基礎絶縁が必要な場合は，11.4 に従った耐電圧試験が必要である。 

R.4 試験条件 

製造業者は次の事項を指定する 

• 試験試料数 

• 通電条件:定格コイル電圧以外の場合 

• 接点の極性 

• 試験電圧 

• 試験電流 

• 短絡通電時間 

• 故障基準 

• 試験の順序 

• 一般的な試験準備 

試験条件は，試験記録に記録しなければならない。試験条件が全ての製品及び用途に対して有効である

場合，試験条件をデータシート及び／又は仕様に追加しなければならない。 



45 
C 61810-10：2025 IEC 61810-10：2019 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

附属書 S 
（参考） 

用途のための特別試験－太陽光発電システム 

S.1 一般 

この附属書は，太陽光発電（PV）システムで使用することを目的とした電磁式エレメンタリ リレー（以

下，PV リレーと呼ぶ。）に適用する。 

太陽光発電システムで使用する PV リレーは，この文書の本体で規定する一般的な条件とは異なる電気

的，環境的，及び運用上の条件にさらされる。 

したがって，要求事項を，これらの使用条件を反映するように修正する。 

この附属書の目的は，次を記載することである。 

－ PV リレーを太陽光発電用途の DC 側で使用し，AC 側で遮断するための要求事項 

－ 太陽光発電システムで想定される環境条件下で使用した場合の製品の性能を検証することを目的とし

た試験 

S.2 絶縁協調 

定格インパルス耐電圧は，JIS C 61810-1:2024 の附属書 G に合致した過電圧カテゴリ II の要求事項に適

合しなければならない。 

完全断路の要求の場合，太陽光発電システムの高度は表 7 に従って考慮しなければならない。 

S.3 製品マーキング 

製品マーキングは，次の変更又は追加によるほか，箇条 7 による。 

太陽光発電用途に使用する PV リレーの定格は，この附属書に従った定格及び短絡情報を表示し，この

規格の要求に従った定格とは明確に分けられたものでなければならない。 

PV リレーは，この規格の表 2 の 3h 及び JIS C 61810-1:2024 の表 6 の 5e の条件に基づき，極の直列接続

の方法及び図（各定格の必要性に応じ）を表示しなければならない。 

S.4 性能要求－電気的耐久性 

性能要求－電気的耐久性は，次の変更又は追加によるほか，箇条 11 による。 

過負荷状態は太陽光発電用途では発生せず，短絡によってだけ生じる可能性がある。したがって，過負

荷試験は不要とする。 

電気的耐久性試験後の温度上昇試験は，箇条 8 の条件で実施する。 

S.5 形式試験 

S.5.1 一般 

一般に，表 1 を適用する。表 S.1 に示す追加試験を実施する。 
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表 S.1－太陽光発電システムの特別試験 
試験 No. 試験 試験条件の参考規格 試料数 

 
許容可能な

故障の数 
要求する性能 

S.5.2 短絡試験 S.5.2 の仕様を参考と

した附属書 R 
3 0 製造業者の指定に

よる 
S.5.3 臨界直流負荷

電流試験 
S.5.3 3 0 製造業者の指定に

よる 
S.5.4 耐環境試験 JIS C 60068-2-30， 

試験 Db S.4 
3 0 製造業者の指定に

よる 
S.5.5 特別試験－ 

塩水噴霧，振

動，衝撃 

JIS C 60068-2-52， 
試験 Kb 
JIS C 60068-2-6， 
試験 Fc  
JIS C 60068-2-27 
試験 Ea 

3 0 製造業者の指定に

よる 

 

S.5.2 短絡試験 

製造業者は，短絡電流の限界条件を指定する。試験は附属書 R に従って実施する。 

短絡試験後の温度上昇試験は，箇条 8 の条件で実施する。 

外観検査にて，通常の動作及び保護に影響を与えるひずみ（歪）又は損傷が部品にないことを確認する。 

箇条 9 に基づく基本的な動作機能の検証を行う。 

箇条 10 に基づく耐電圧の検証を行う。 

S.5.3 臨界直流負荷電流試験 

この試験は，直流定格だけに適用する。 

三つの試料からなる試験回路は，箇条 11，JIS C 61810-1:2024 の附属書 C 及び附属書 E に従って，設置

する。 

試験は，故障電流保護装置を取り付けたバッテリを使用するか，又は製造業者が指定したバッテリなし

で最大仕様直流（DC）電源で実施する。 

PV リレーは，次に示す各試験電流にて 10 回動作しなければならない。電流方向が製造業者によって指

定される場合（有極リレー），試験は極性及びライン又は負荷表示によって示された電流方向にて実施す

る。指示がない場合，順方向に 5 回，逆方向に 5 回の動作を行う。 

製造業者による指定がない限り，PV リレーは，各開閉サイクルの間，全電流が流れていることを保証す

るのに十分な時間，接点を閉じたままでなければならない。ただし，2 s を超えてはならない。 

製造業者による指定がない限り，開閉耐久性能は 1 ms の時定数で実施する。製造業者の指定によって，

より高い時定数を使用する場合，この値は試験報告書に記載する。 

1 時間当たりの開閉サイクル数は，表 S.2 による。 
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試験時のアーク放電時間を記録し，アーク放電時間は 1 s を超えてはならない。 

試験電流は，直流 4 A，8 A，16 A，32 A 及び 63 A の±10 %とし，定格電流以下とする。臨界値がある

場合，電流の各方向に対して最大平均アーク放電時間をとることによって決定する。試験電流の最大値及

び最小値は，臨界値よりも短い平均アーク時間を示さなければならない。必要に応じて，臨界値を見つけ

るために，定格電流を 2 倍（ただし，超えてはならない）にして，試験電流のレンジを上方又は下方に拡

張する。臨界電流値がこの範囲内で見いだせない場合，この細分箇条による更なる試験は不要である。 

この試験後，この試料は，同一条件下（臨界電流値及び同一の電流方向）にて 50 回，製造業者による指

定が特にない場合は 50 回ではなく 100 回の動作性能検証を実施する。 

この試験後，耐電圧試験は，JIC C 61810-1:2024 の 11.4 に従って，対応する DC 直流試験電圧で検証す

る。 
 

表 S.2－開閉サイクル数 
定格電流 a) 

 
単位時間当たりの

開閉数 b) 
動作開閉数 

電流なし 電流あり c) 計 
In ≤ 100  120 9 700 300 10 000 
100 < In ≤ 315 120 7 800 200 8 000 
315 < In ≤ 630 60 4 800 200 5 000 
630 < In ≤ 2 500  20 2 900 100 3 000 
2 500 < In  10 1 900 100 2 000 
注 a) これは，所定のフレームサイズに対する最大定格電流を意味する。 
注 b) 列 2 は最小稼働率を示す。この率割合は製造業者が合意すれば増やすことができる。この場合，使用した

定格を試験報告書に記載する。 
注 c) 各動作開閉数サイクルの間，PV リレーは，全電流が，閉じられた接点に流れることを担保しなければなら

ないが，2 s を超えてはならない。 

 

S.5.4 耐環境試験 

リレーは，JIS C 60068-2-30，試験方法 Db，40°C で 2 サイクル，方法 2 に従って温湿度試験を実施する。 

試験後，試料は回復のために，最低 3 時間は標準大気状態で放置する。 

通常動作及び保護に影響を与えるようなひずみ（歪）及び損傷が部品にないことを確認する外観検査を

実施する。 

箇条 9 に従った基本的な動作機能の検証を行う。 

耐電圧は，箇条 10（JIS C 61810-1:2024 の 10.1 を除く）に従って実施する。 

製造業者の判断によって，この試験は温度サイクル（附属書 Q.2.1 を参照）と組み合わせて，同じ試料

に対して実施してもよい。 

S.5.5 特別試験－塩水噴霧，振動及び衝撃 

表 S.3 の特別試験は，製造業者の判断によって実施する。特別試験として，これらの追加試験は強制で

はなく，リレーがこの規格に適合するためにこれらの試験のいずれかを満たす必要はない。 
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表 S.3－特別試験 
試験 試験条件の参照規格 要求する性能 

塩水噴霧 JIS C 60068-2-52，試験 Kb 製造業者の指定による 
厳しさのレベル含む 

振動 JIS C 60068-2-6，試験 Fc 製造業者の指定による 
衝撃 JIS C 60068-2-27，試験 Ea 製造業者の指定による 
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附属書 T 
（参考） 

用途のための特別試験－車両 

T.1 一般 

この附属書に示す特定の用途におけるエレメンタリリレーの適正確認として，この附属書に特別試験を

記載する。これらは，ISO 16750-1:2018，ISO 16750-2:2012，JIS C 8201-1:2020 などの用途特有の規格に基

づく。 

T.2.8 及び T.2.9 の試験について，製造業者は，その試験をリレーに対して実施するか，又はリレーが取

り付けられている装置上で実施するかを決定しなければならない。 

T.2 車両 

T.2.1 一般 

表 T.1 は，道路車両用途に適用可能な試験，試験条件，性能要求，試料数及び許容可能な故障数を定義

する。 

 

表 T.1－道路車両用特別試験 
試験 NO 試験 試験の参考規格 試料 

数 
許容可

能な故

障回数 

要求する性能 

T.2.2  電源電圧  瞬時停止

の電圧降下 
ISO 16750-2:2012 の
4.6.1 

1 0 ISO 16750-1:2018 のク

ラス B 
T.2.3 リセット動作  コイ

ル電圧降下 
ISO 16750-2:2012 の
4.6.2 

1 0 ISO 16750-1:2018 のク

ラス C 
T.2.4   コイル過電圧 ISO 16750-2:2012 の

4.3.1 及び 4.3.2.1 
1 0 ISO 16750-1:2018 のク

ラス C 
T.2.5 徐々に減少又は増加

する電源電圧  
ISO 16750-2:2012 の
4.5 

1 0 ISO 16750-1:2018 のク

ラス D 又はクラス C  
T.2.6 電気的耐久性 JIS C 61810-1:2024 の

箇条 11 
1 0 JIS C 61810-1:2024 の 

箇条 11 
T.2.7 遮音性 IEC 61810-7:2006 の

4.44 
1 0 製造業者が指定する。 

T.2.8 振動 ISO 16750-3:2012 の

4.1.2.4 及び 4.1.2.6， 
IEC 61810-7:2006 の
4.28 

1 0 ISO 16750-1:2018 のク

ラス A 又はクラス C
において ISO 16750-
3:2012 又は T.2.8.1.3
及び T.2.8.2.3 に適合

する試験 
T.2.9 衝撃 ISO 16750-3:2012 の

4.1.2.2， 
IEC 61810-7:2006 の
4.26 

1 0 ISO 16750-1:2018 のク

ラス A において ISO 
16750-3:2012 又 は

T.2.9.4 に適合する試験 

注記 製造業者によって異なる試料数が指定される場合がある。 
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この附属書で使用する用語： 

・ 電源電圧の瞬間的な低下は，リレーのコイル電源の電圧降下を示す。 

・ UN：公称電圧は，車両の電源電圧の電気システムに使用される値を示す。 

・ US：システム負荷及び発電機の運転状況によって変化する車両の電気系統の供給電圧 

・ USmin：最小電源電圧は，DUT がクラス A 性能を満足する被試験デバイス（DUT）の製造業者が指定

した電源電圧範囲の最小電源電圧 

・ USmax：最大電源電圧は，DUT がクラス A 性能を満足する被試験デバイス（DUT）の製造業者が指定

した電源電圧範囲の最高電源電圧。試験中に DUT に印加される試験電圧 

例 UA 又は UB 

・ Tmin：最低動作温度は，システム又は部品を動作させることが可能な周囲温度の最小値 

・ Tmax：最大動作温度は，システム又は部品を動作させることが可能な周囲温度の最大値 
 

機能状態の分類に関する定義（この附属書において）： 

・ クラス A：リレーの全ての機能は，試験中及び試験後に計画したとおりに動作し，何も問題がない。 

・ クラス B：リレーの全ての機能は，試験中に計画のとおり動作するが一つ以上の機能は，規定の許容

度を超えることがあってもよい。試験後に，全ての機能は自動的に正常状態に戻る。メモリ機能は，

全般を通じてクラス A を維持する。 

注記 製造業者は，試験中にリレーのどの機能が設計どおりに動作し，どの機能が指定された公差を超

える可能性があるかを指定する。 

・ クラス C：一つ又は幾つかのリレーの機能は，試験中に計画のとおりには動作しない。しかし，試験

後は自動的に正常状態に復帰する。 

・ クラス D：一つ又は幾つかのリレーの機能は，試験中に計画のとおりには動作しない。さらに，試験

後に部品又はシステムの簡単な動作又は使用によるリセット操作を行わなければ，正常状態に戻らな

い。 

・ クラス E：一つ又は幾つかのリレーの機能は，試験中及び試験後共に計画したとおりには動作しない。

さらに，修理又は交換を行わなければ，正常状態に戻らない。 
 

T.2.2 電圧低下試験 

T.2.2.1 目的 

この試験は，別回路における通常のヒューズ素子が溶断した場合を模擬して，影響を確認する。 

T.2.2.2 試験方法 

瞬時の電圧降下による影響は，リレーコイルと同じ供給電源に接続された（瞬時電圧降下が発生しない）

別の回路によってチェックする。 

試験パルス（図 T.1 を参照）を DUT の全ての関連する（接続された）入力に同時に印加する。立上がり

時間及び立下がり時間は 10 ms 以下でなければならない。 
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記号説明 

t：時間（秒） 
U：試験電圧（パーセント） 
Un：公称電圧 
USmin：最小電源電圧 

図 T.1–公称電圧のシステムの瞬時電圧降下 

T.2.2.3 要求事項 

試験後の状態は，少なくとも T.2.1 に規定のクラス B を満足しなければならない。リセット動作は製造

業者の仕様であるならば認める。 

T.2.3 電圧降下時リセット動作試験 

T.2.3.1 目的 

この試験は，異なる電圧降下での DUT のリセット動作を検証する。この試験は，例えばマイクロコント

ローラを搭載した装置などのリセット機能を備えた装置に適用する。 

T.2.3.2  試験方法 

図 T.2 に従った試験パルスを全ての（接続された）関連入力部に適用し，次のように DUT のリセット電

圧を確認する。 

電源電圧を USmin から 0.95 USmin まで 5 %減らし，5 s 間この電圧を保持する。その後，USmin へ電圧を上

げ，少なくとも 10 s の間 USmin を維持し，機能試験を実施する。次に 0.9 USmin に電圧を下げる。下側の値

が 0 V に達するまで図 T.2 に示すように USmin の 5 %ずつの減少を続ける。さらに，再び USmin に電圧を上

げる。 
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記号説明 

t：時間（秒） 
U：試験電圧（USmin のパーセンテージ）） 
USmin：最小電源電圧 

図 T.2–リセット試験の電源電圧変化 
 

T.2.3.3 要求事項 

試験中及び試験後の機能状態は，少なくとも T.2.1 に規定のクラス C を満足しなければならない。 

T.2.4 コイル過電圧試験 

T.2.4.1 一般 

公称電圧が 12 V 及び 24 V のシステムとして，ISO 16750-2:2012 の 4.3 に従い T.2.4.3 の試験を実施する。 

T.2.4.2 目的 

この試験は，発電機のレギュレータが故障し，出力電圧が過大になった状況を模擬する。  

T.2.4.3 試験方法 

試験温度は，Tmax – 20°C とする。 

オーブン内の DUT を，最大動作温度 Tmax より 20°C 低い温度に加熱する。(150 % ×Uｎ ± 0.2) V の電圧

を 60 min ± 6 min 間，DUT の全ての関連入力に印加する。 

T.2.4.4 要求事項 

試験中及び試験後の機能状態は，少なくとも T.2.1 のクラス C を満足しなければならない。機能的に厳

しい要求が必要である場合，ISO 16750-1:2018 に定義するクラス A を適用する。 

T.2.5 電源電圧緩増減試験 

T.2.5.1 一般 
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公称電圧が 12 V 及び 24 V のシステムとして，ISO 16750-2:2012 の 4.5 に従い T.2.5.3 の試験を実施する。 

T.2.5.2 目的 

この試験は，バッテリーの緩やかな放電及び再充電を模擬した電圧変化に対する状態を確認する。 

T.2.5.3 試験方法 

次の試験を DUT の全ての（接続された）適用可能な入力部に同時に適用する。電源電圧を USmin から 0 
V に下げてから，0 V から(0.5 ± 0.1) V/min の変化率で USmin に上げる。 

T.2.5.4 要求事項 

電源電圧範囲内（表 T.2 又は表 T.3）の機能状態は，ISO 16750-2:2012 の 4.2.3 と同様でなければならな

い。その範囲外では，ISO 16750-1:2018 に定義されているクラス D 以上でなければならない。機能状態が，

より厳しい要求事項が必要な場合にクラス C を適用する。 
 

表 T.2－電源電圧 UN = 12 V システム装置 
コード 電源電圧（V） 

USmin USmax 

A 6 16 
B 8 16 
C 9 16 
D 10.5 16 

 

表 T.3－電源電圧 UN = 24 V システム装置 
コード 電源電圧（V） 

USmin USmax 

E 10 32 
F 16 32 
G 22 32 
H 18 32 

 

 

T.2.6 電気的耐久性 

T.2.6.1 目的 

この試験は，負荷電流を流しながらリレーを繰返し動作させたときのリレー接点の電気的耐久性を確認

する。次の条件は，道路車両に関連する試験を規定する。列挙する試験から，製品及び用途固有の試験を

リレーの認定のために選択する。 

次のようなリレーに対して試験手順を規定する。 

・ 連続定格リレーの場合（例えば，車両の主な充電を目的としたリレー） 

・ 短時間定格リレーの場合（例えば，プリ充電用途用のリレー） 
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この箇条では，次の用語を使用する。 

・ 過負荷は，過電流を引き起こす電気的に損傷を受けていない回路の動作状態（3.2.10 を参照） 

・ 逆極性の遮断を伴う容量は，特定の条件で逆極性の遮断によって極性のある接点ブロックが，遮断可

能な最大電流 

・ 定格電流での電気的耐久性は，定格電圧及び定格負荷電流の条件での開閉回数 

・ 最大開閉電流での電気的耐久性は，最大開閉電流での遮断開閉数 

・ 過負荷遮断による電気的耐久性は，DC 過負荷による最大遮断電流の遮断開閉数 

・ 逆極性遮断による電気的耐久性は，DC 負荷の逆極性の最大遮断電流での遮断開閉数 

・ 突入電流による電気的耐久性は，定格突入電流での開閉数 

T.2.6.2  試験方法 

試験手順，試験条件及び負荷条件は，箇条 11 に従い選択する。 

意図しない橋絡又はブレーク及び／又はメークの誤動作を検出するために，接点を監視する。 

JIS C 61810-1:2024 に規定の試験設定を使用する。 

接点は，製造業者が指定した JIS C 61810-1:2024 の箇条 11 に従って負荷に接続する。製造業者による指

定がない限り，負荷は，切り替え接点のメーク側及びブレーク側の両方に適用しなければならない。 

T.2.6.3 要求事項 

JIS C 61810-1:2024 の 11.4 を適用する。 

T.2.7 騒音 

試験は，IEC 61810-7:2006 の 4.44 によって，製造業者が表 T.1 に従い指定し実施する。 

T.2.8 振動 

T.2.8.1 一般 

試験は，IEC 61810-7:2006 の 4.28 又は製造業者が指定した別の適切な試験方法に従って実施する。 

T.2.8.2 試験 Ⅰ － 乗用車，ばね回り（車両ボデー） 

T.2.8.2.1 目的 

この試験は，DUT が振動による誤動作及び／又は破損がないかを確認する。 

ボデーの振動は悪路走行によって誘起されるランダムな振動で，この試験の主な故障は，疲労による破

損である。 

製造業者が特に指定しない限り，次の試験条件は車体だけを対象とする。 

T.2.8.2.2 試験方法 t 

JIS C 60068-2-64:2011 の 8.4 に従って試験を実施する。試験時間は DUT の各平面について 8 h とする。

RMS 加速度値は 27.1 m/s2 でなければならない。PSD と周波数との関係を図 T.3 及び表 T.4 に示す。 



55 
C 61810-10：2025 IEC 61810-10：2019 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
記号説明 

Y：PSD [(m/s2)2/Hz] 
X：周波数（Hz） 

図 T.3 – 周波数対加速度の PSD 
 
 

表 T.4－Values for PSD and frequency 
周波数（Hz） PSD (m/s2)2/Hz 

10 30 
400 0.2 

1 000 0.2 
 

T.2.8.2.3 要求事項 

破損してはならない。 

典型的な動作モードで電気的な動作及び制御中に ISO 16750-1:2018 に定義する機能状態クラス A を要

求するが，その他の動作モードの場合，機能状態クラス C を要求する。 

T.2.8.3 試験 Ⅱ – 商用車，ばね回り 

T.2.8.3.1 目的 

この試験は，DUT が振動による誤動作及び破損がないか確認する。 

ばね回りの振動は悪路走行によって誘起されるランダムな振動で，この試験の主な故障は，疲労による

破損である。 

製造業者の指定のない限り，次の試験条件は車体だけを対象とする。 
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T.2.8.3.2 試験方法 

JIS C 60068-2-64:2011 の 8.4 に従って試験を実施する。試験時間は DUT の各平面について 32 h とする。

RMS 加速度値は 57.9 m/s2 でなければならない。PSD と周波数との関係を図 T.4 並びに表 T.5 及び表 T.6 に

示す。 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

記号説明 
Y：PSD [(m/s2)2/Hz] 
X：周波数（Hz） 

：標準ランダム試験プロファイル 
：30 Hz 未満の追加プロファイル 

図 T.4 – 周波数に対する加速度の PSD 
 

表 T.5－周波数に対する PSD の値 
周波数（Hz） PSD（m/s2）2/Hz 

10 18 
20 36 
30 36 

180 1 
2 000 1 

RMS 加速度値 = 57.9 m/s2 

表 T.6－周波数に対する PSD の値 3 0 Hz 未満の追加試験の周波数 
周波数 

Hz 
PSD 

（m/s2）2/Hz 
10 50 
20 36 
30 36 
45 16 

RMS 加速度値 = 33.7 m/s2 
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T.2.8.3.3 要求事項 

破損してはならない。典型的な動作モードで電気的な動作及び制御中に ISO 16750-1:2018 に定義の機能

状態クラス A を要求するが，その他の動作モード場合，機能状態クラス C を要求する。 

T.2.9 衝撃 

T.2.9.1 一般 

試験は，IEC 61810-7:2006 の 4.28 又は製造業者によって指定された別の適切な試験方法に従って実施す

る。 

T.2.9.2 目的 

この試験は，DUT がボデー及びフレームへの衝撃によって誤動作及び／又は破損がないか確認する。 

縁石の上を高速走行するときなどに負荷が発生する。故障モードは，機械的損傷（例えば，発生する高

加速度に起因する電子制御モジュールのハウジングでコンデンサが外れる）である。 

T.2.9.3 試験方法 

次の試験パラメータを使用して，JIS C 60068-2-27 に従って試験を実施する。 

・ DUT の動作モード：典型的な動作モードでの電気動作及び制御 

・ パルス波形：半正弦波 

・ 加速度：500 m/s2 

・ 作用時間：6 ms 

・ 衝撃回数：各試験方向にて 10 回。 

試験における衝撃による加速度は，衝撃の加速度が車両内で発生するのと同じ方向に適用する。衝撃に

よる加速度方向が分からない場合，DUT は互いに垂直な三つの軸の各方向で試験されなければならない。 

T.2.9.4 要求事項 

破損してはならない。ISO 16750-1:2018 に定義のクラス A の機能状態でなければならない。 
  



 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

参考文献 

JIS C 6065 オーディオ，ビデオ及び類似の電子機器－安全性要求事項 
注記 対応国際規格における参考文献：IEC 60065，Audo, video and similar electronic apparatus - Safety 

requirements 

JIS C 8201-5-1:2007 低圧開閉装置及び制御装置−第 5 部：制御回路機器及び開閉素子−第 1 節：電気機械

式制御回路機器 
注記 対応国際規格おける参考文献：IEC 60947-5-1:2003，Low-voltage switchgear and controlgear - 

Part 5-1: Control circuit devices and switching elements - Electromechanical control circuit devices 

JIS C 8281-1 家庭用及びこれに類する用途の固定電気設備用スイッチ－第１部：一般要求事項 
注記 対応国際規格における参考文献：IEC 60669-1，Switches for household and similar fixed-electrical 

installations - Part 1: General requirements 

JIS C 9730-1 自動電気制御装置－第１部：一般要求事項 
注記 対応国際規格における参考文献：IEC 60730-1，Automatic electrical controls - Part 1: General 

requirements 

IEC 60050-441:1984, International Electrotechnical Vocabulary (IEV) – Part 441: Switchgear, controlgear and 
fuses 

IEC 60664 (all parts), Insulation coordination for equipment within low-voltage systems 

IEC 60335 (all parts), Household and similar electrical appliances - Safety 

IEC 60730 (all parts), Automatic electrical controls 

 

 

 

 
 

 

 

 

 




